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1。 は じ め に
かつて資産の評価基準 と してボ ンブ ライ ト(Ronbright,)により提唱 された 「所有主 にとっ
ての価値」(valuetotheowner)概念 〔1〕は、1960年代 か ら70年代 にかけて 多 くの論者 によっ
て取 り上 げ られ 、論争 が繰 り広 げ られて きた 〔2)。この 「所 有主 に とっての価値 」概 念 は、
197G年代の イ ンフレーシ ョンの深刻化 にf半い、英国 に おいてサ ンデ ィラ ンズ(Sandilands)
を委.員長 とす るインフレーシ ョン会計委 員会(通 称 「サ ンデ ィランズ委.員会」)が公表 した報
告書 〔3〕(通称 「サ ンデ.イランズ委.員会報 告書 」〉に よって、 「iF.にとっての価値J(valueto
thebusiness.)と名前 を変 えて採 用 された。そ して、1980年の会計実務基準書(SSAP)第16
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号 「現在原価 会計」(CurrentCostAcconnfing>の公表 によ り、英国における資産の評価基準
の一.一.翼を担 うこと となった(a;。また、資産 と同様に 、負債の評価 基準 としてr企 業に とって
の価値 」概 念 を導入す る議論 も1970年代か ら存在 してい るが、実 行可能性 とい う制約 か らそ
れほど活 発に議論 される ことはなかった 励。
現在 、英国 において、「企業 にとっての価値 」概念 は、資産のみな らず負債の時価評価 の基
礎 と して も導 入 されて い る。英国の会計基準審議会(ASB)は 、数年に及ぶ議論 を経て1999
年 に公表 した 「原則 書」(StatementofPrRnciplesforFina血cialRepoNing>において、資産 お
よび負債 の評価 方法 と して取得 原価 と時価 を選択適 用す る混合測定 方式 を採用 してい る。 そ
して 、評価基準 と して時価 を選択 した場.合にｫ.「 企業 にとっての価値 」によ って資産 および
負債 が評価 され ることとなる。 しか し、「原則書Jに おいて解放価値(reliefvalue)とよばれ
る負債 の 「企 業に とっての価値」 に関す る規 定 は、結果 として 出帳価 値た る決済原価(cost
ofdischarge)の決定 プ ロセ スに焦点 を当て るこ ととな り、 「企業 にとっての価値 」の理念型
とはかけ離れた もの となった。
この ような状況 の下 において 、ASBは、2002年に調査報 告書 「負債 およびその測定方法」
を公表 した。r調査報告書」 は、非金融負債 を、収益認識 との関連 および資産 との対称性 とい
う観 点か ら、出帳価値 たる決済額ではな く、入帳fd41d直た る受 取対価(considerationamount)
によって評価す るための理論構成 を試み てお り、 「.企業に とっての価値」の理念型 を貰徹 した
内容 の もの となってい る。本稿 は、「企業 にとっての価績」概 念 に関す る議論 をASBの 「原
則書」 に沿 って整理 した うえで、「調査報告 書」 による提案 を分析 し、負債の性質に応 じて細
分化 を図 った解放価値の決定 プロセスを図式化 して提示 する ことをR的 としている。
2.資産の評価基準 と剥奪価値概念
z.1評 価 基 準 の 選 択 と混 合 測 定 方 式
.資産 および負債の評価基準 の決定方法 には
、単...・の評価基準 を用 いる方 法 と、複 数の評価
基準 を用い る方法が ある。単..一の評価基準 を用 いる方 法 とは、すべて の資産 および負債 に同
...一の評価基準 を用い る方法 の ことで ある.ま た、複数 の評価基準 を用 いる方法 とは、個 々の
資産お よび負債 に よって、異 なる評価.基準 を用い る方法の ことである。「原則書」は、資産お
よび負債 の評価基準 として取得原価(historicalcost)と時価(currentvalue)の2つを選択適
用す る方法 を用 いてい ることか ら、後者 の方法 を用 いてい るこ とは明 らか である。 この方法
は、混合測定方Sy(A)(mixedmeasurementSySLelT])とよばれ 、個 々の資産 および.負債の性質
に応 じて取得 原価 または時価 が評価:基準 として選択 適用 され る。 そ して 、時価 が評価基準 と
して選択 された場合 には、 「.企業 に とっての価値」価値概 念が適用 され ることとなる、
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2.2資産の 「企業に とっての価イ劇
「原則書」において、資産とは、「過去の取引またば事象の結果として生ず る、特定の経済
主体が支配 している将来における経済的便益に対する権利またはその他の手段」〔7)と定義 さ
れている。資産の評価基準として時価が選択された場合、「企業にとっての価値Jに よって当
該資産は評価 されることとなる。具体的には、企業が当該資産 を剥奪 され ると仮定 し、その
際に被ると予測 される最大の損失によって当該資産は評価 される(x)。このことから、資産の
「企業に.とっての価値」は剥奪価値(deprivalvalue).とよ.ばれる(ｻ;。
「企業にとっての価値」を決定する場合には、企業が自身にとって最も有利な意思決定を行
うことが前提となる。つまり、企業は、「保有資産が剥奪 される」と仮定 した場合に、次に挙
げる3つの選択肢の うちで最も合理的な意思決定を行 うと想定 し、その意思決定に適 う評仙
基準を当該資産の評価 に用いる。
1,当該資産には固執せず、同種の資産を購入 して代用する(再購入)。
2,当該資産に固執 し、当該資産の使用を継続する(使用)。
3.当該資産には固執せず、当該資産を売却することにより現金収入を得 る(売却)。
そ して、 当該企業 が同種 の資産 を購 入す る ことが最 も合理 的で ある と判断 した場合 には 、
当該 資産 の評価 基準 と して取替原価(replacementcost)を用 いる(ionまた、当該 企業 が当
該 資産 を使用 しつづ けるこ とが最 も合理 的 であ ると判断 した場 合 には、使用価値(valuein
USe)を用 いる(u;。さらに、当該企業 が当該 資産 を売 却す ることが最 も合理 的 である と判 断
した場合 には、正昧 実現可能価額(netrealisablevalue)を用 い る 〔iz:。この ことか らも明 ら
かなよ うに、資産の剥 奪価値 には、取 替原価 、使 用価値 、および正味実現 可能価額の3つ の
選択肢 が存 在ず る。 ここに取替原価 とは、 「同種 の資産 を購入す るための支出額」(]3)のこと
で あ り、使用価値 とは、「当該 資産の継続使 用および現在 の所有.者によ る最終 売却に よって期
待 され るキャ ッシュフローの割引現在価値 」(ia;のことであ り、 さらに、正味実現可能価額 と
は、「当該 資産 の売却額 か ら売却 費用 を差 しsiいた正昧の現金収 入額」i15;のことであ る。
2.3剥奪価値 の決定 プロセ スの導 出
取替原価、使増価値、および正昧実現可能価額の大小関係の組合せは、6パターン(3!=3×
2×1)ある。表1は、その.大小関係の組合せおよびそれぞれの場合において剥奪価値 として
選択 される評価額 をボ したものである。
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【表1]剥奪価値の選択肢の大小関係
大小 関係 剥奪価値
ケース1:正 味実現可能価額 〉使用価w>取 替原価 取替原価
ケース2:正 味実現.可能価額 〉取替原価 〉使用価値 取替原価
ケース3:使 用価値 〉取替原価 〉正昧実現可能価額 取替原価
ケース4:使 用価値 〉正味実現可能価額 〉取替原価 取替原価
ケース5:取 替原価 〉使用価値 〉 正味実現可能価額 使用価値
ケース6;取 替原価 〉正昧実現可能価額 〉使用価値 正味実現可能価額
ケース1および2においては、売却の意思決定 を行うことが合理的であるように思われる。
しか し、当該企業が剥奪 されると仮定 した資産と同種の資産を再購入すれば、当該企業は剥
奪される資産を売却することにより得 られると予想 される正昧実現可能価額を獲得する機会
を回復できる。それゆえ、再購入のための支出額である取替原価こそが、企業が当該資産を
剥奪されると仮定 した際に被ると予測 され る最大の損失 となり、剥奪価値としては取替原価
が選択 されることとなる。
ケー.ス3および4においては、使用の意思決定を行 うことが合理的であるように思われる。
しかし、当該企業が剥奪 された資産と洞種の資産を再購.人すれば、ケース1および2と同様に、
当該企業は剥奪 された資産を使用することにより得 られると予想される収益を獲得す る機会
を回復できる。それゆえ、剥奪価値 としては取替原価が選択 されることとなる。
ケー.ス5および6においては、企業が当該資産 を使用または売却しても、取替原価相当額を
獲得す ることができない。つまり、企:業が当該資産 を剥奪 されたと仮定した際に被ると予測
される最大の損失は、当該資産の取替原価よりも小 さい。それゆえ、剥奪価値 としては、使.
用価値と正味実現可能価額のいずれか大 きいほうが選択 されることとなる。
以上の議論および 「原則書」において、使用価値 と正味実現可能価額のいずれか高いほう
が飼収可能価額(recoverableamount)とされることから、剥奪価値は、次の2段階のプロセ
スを経て決定されることとなる。
1.使1価値と正味実現可能価額を比較 し、いずれか高ゼ、なうあ額を同収可能価額 とする。
2.回収可能価額と取替原価を比較し、いずれか低いほうの額を剥奪価値 とする。
資産の剥奪価値 の決定 プロセ.スは、図1の よ うに表 す ことがで きる。 また、回収 可能価額
は、出帳価値(exitvalue)に:基づ くもので あ り、取 替原価 は.入帳価値(entryvalue)に基づ
くもので ある。資産の 出帳価値 はキ ャ ッシュ インフ ロー と結びrfき、資産 の入帳価値 はキ ャ
ッシュア ウ トフローと結び付 く。 この よ うに、1.企業 にとっての価値」の選択肢 には入帳価値
と出帳価値 が混在 していることか ら、 「企 業に とっての価値」 による評価方法は 「折衷的 な評
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価 手 法 」(eclecticvaluationtechnique)〔-D;とよ ば れ る 。
【図1】剥奪価値の決定プロセス
資産の剥奪価f直
=低 いほう
/.、　ゴダ へ 　_/＼
kf、 、事
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使 用 価 値 正 味 実 現 可 能 価 額
(AccountingStandarClsBoard,StatementOfPrinciplesforFinanciaJRePorting,1999,par,6.8.)
3.負債の評価基準 と解放価値概念
3.1負 債 の 「企 業 に とっ ての 価 値 」
資産のみ ならず 、負債 の評価基準 と して 「企業に とっての価値」概念 を適用 す ることも可
能で ある。負債の評価 基準 として 「企業 に とっての価値」概念 が適 用可能 であ ることの論拠
は、資産の定義 と負債 の定義の対称性 に求 め られ る。つ ま り、資産 を積極財産 ととらえ、負
債 を消極財産 とと らえ る見解 に立脚す るこ とに よ り、資産 および負債 の評価基 準に 「論理 的
対称性 」(v.(logicalsymmetry>が要求 され るσ)である。
「原則書」 において 、負債 は、「過去 の取 引 また は事象の結果 と して生ず る、経済的便益 を
移転す る経 済主体 の債務」(la1と定義 されてい る。負債の評価基準 と して時価 が選択 され た場
合、「企業 にとっての価値」 によって 当該負債 は評価 され ることとなる。:具体 的には、企業 が
当該負債 に係 る負担 か ら解放 され ると仮定 し、その際 に享受 しうる最大 の便益に よって 当該
負債は評価 される(is1。この ことか ら、負債の 「企業 にとっての価値 」 は解放価値(reliefval一一
ue)とよばれ る 〔2①。
先述の通 り、「企業 にとっての価値」 を決定す る場合 には、企業 が自身 に とって最 も有利 な
意思決定 を行 うことが前提 とな る。つ まり、1993年に公表 され た 「原則 書公開草案」 によれ
ば(z//、企業 は、「当該 負債に係 る.負担 か ら解放 され る.1と仮定 した場合 に、次 に挙 げる3つ
の選択肢の うちで最 も合理的 な意思決定 を行 うと想定 し、その意思決定 に適 う評価基準 を当
該負債の評価 に用いる。
1.当該負債 には固執せず 、同種σ)負債 を借 り入れて代用す る(借 換 え)。
2.当該負債 に固執 し、 当.該負債 を満期 まで保有す る(満 期保有)。
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s.当該負債には固執せず、当該負債を即時に弁済することにより現金を支出する(即時弁
済)。
そ して 、当該企業 が当該負債 を再度錯 り入れ ることが最 も合理的で あると判断 した場 合 に
は、負債の評価基準 と して借換収 人(replacementloan)を用 いる(zz;。また、当該企 業 が当
該負債 を満期 まで保有 す ることが最 も合哩 的で あると判断 した場合に は、将来 支出の現 在価
値(presentvalueoffuturepayments)を用いる(297。さらに、.当該企業が当該負債 を即 時 に弁
済 す ることが最 も合理 的で あると判 断 した場合 には、現在 の買戻価格(currentrepurchase
price)を用 い る.こ こにf昔換収 人 とは 、「現存のf昔入金に伴 う将 来 における利息 の支払 いお
よび元 本の返済 を行 うとい う同一の債 務 を負担す ることによ り現在 調達 しうる借入金の 最高
金額」@a:のことで あり、将 来支出の現在価値 とは、「(適切 な割引率 によって割 り引かれ る利
息 および元本 を含む)借 入金 によって要求 され る将来支払額 の現在価値」f25:のことであ り、
さらに、現在の買戻価格 とは、「借入金 が市場 におけ る買入れ に よって買 い戻 され うる金額」
(2fiJのことである、
3.2解放価値 の決 定 プロセスの導 出
借換収入、将来支ti.}の現在価値、および現在の買戻価格の大小関係の組合せは、6パター
ンある。表2は、その大小関係の組合せおよびそれぞれの場合において解放価値 として選択
される評価額を示 したものである。
【表郎 解放価値の選択肢の大小関係
大小 関係 解放価値
ケース1:現在の買戻価格 〉将来.支出の現在価値 〉借換収入 将来支出の現在価値
ケース2:現在の買戻価格 〉借換収.入〉将来支出の現在価埴 借換収入
ケース3:将来支出の現在価値 〉借換収入 〉現在の買戻価格 借換収入
ケース4:将来支出の現在価植 〉現在の買戻価格 〉借換収入 現在の買戻価格
ケース5:借換収入 〉将来支出の現在価殖 〉現在の買戻価格 借換収入
1ケー ス6:借換収入 〉現在の買戻価格 〉将来.支出の現在価値
「借換収入
ケース1においては、現時点において即時に買戻 しを行うよりも満期まで保有 して将来の
時点 において決済 したほうが支出額は小 さいため、満期まで保有 したほうが合理的である。
そして、借換えを行 うことにより得 られるキャッシュインフローは現時点における当該負債
の決済額 よりも小 さいわけであるから、借換えを行 うとは考えがたい。それゆえ、ケース1
においては、将来の時点における決済額たる将来支出の現在価僖 こそが企業が当該資負債 に
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係る負担から解放 されたと仮定する際に享受 しうるであろう最.大の便益 となり、解放価値 と
しては将来支出の現在価値 が選択 されることとなる。
ケース2および6においては、現時点において即時に買戻しを行うよりも満期 まで保有 して
将来の時点において決済 したほうが支出額は小 さいため、満期 まで保有 したほうが合理的で
ある。 しかし、借換えを行うことにより得 られるキャッシュフローは現時点における当該負
債の決済額よりも大きく、借換えを行 うほうがより合理的である。それゆえ、ケース2およ
び6にお.いては、解放価値として借換収入が選択されることと.なる。
ケース3および5においては、満期まで保有 して将来の時点において決済するよりも現時点
において即時に買戻 しを行うほうが支出額は小 さいため、即時に当該負債 を買い戻 したほう
が合理的である。 しかし、借換 えを行うことにより得 られるキャッシュフローは現時点にお
ける当該負債の決済額よりも大きく、借換えを行 うほ うがより合理的である。それゆえ、ケ
ース3および5においては、解放価値 として借換収入が選択 されることとなる。
最後に、ケース4においては、満期まで保有 して将来の時点において決済す るよりも現時
点において即時に買戻 しを行うほうが支出額は小 さいため、即.時に当該負債 を買い戻 したほ
うが合理的である。そして、借換えを行 うことにより得 られ るキャッシュインフローは現時
点における当該負債の決済額よりも小 さいわけであるから、借換 えを行 うとは考えがたい。
それゆえ、ケース4においては、解放価値として将来支出の現在価値が選択 されることとな
る。
以.上の議論および 「原則書公開草案」において、将.来支出の現在価f直と現在の買戻価格の
いずれか低いほうが決済原価(costofdischarge)とされるこ から、解放価値は、次の2段
階のプロセスを経て決定されることとなる。
1.将来支磁の現在価値と現在の買戻価格を比較 し、いずれか底し'、ぼろゐ額を決済原価とす
る 。
2.決済原価と借換収入を比較 し、いずれか高ギ庶 うゐ額 を解放価値 とする。
負債 の解放 価値の決 定プ ロセ スは、図2の ように表す こ とがで きる。 また、決済原価 は、
出鰻価 値 に基づ くもの であ り、借 換収入 は入帳 価{直に基づ くもので ある。負債 の出帳価値 は
キャ ッシュアウ トフローと結び付 き、.負債 の 入帳価値 はキャ ッシュインフローと結び付 く。
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【図2】解放価値の決定プロセス
負債の解放価値
=高 いほう
∫'、,rS㌔ノ へ　へ　ド と
4r./.㌧
借換収入 決済原価
罵低いほう
ン/一イ..㌘ ト ＼
ぐ　ノ 　ル
将 来 支 出 の 現 在 価 値 現 在 の 買 戻 価 格
(AccountingStandardsBeard,DiscllssionDraft,MeasurementinFinancialStatenTents,1993,par.30、〉
なお、資産お よび 負債 の 「企業 に とって の価値」 に関す る用 語の対応 関係 は、表3の よ う
にまとめられ る。
【表3】資産および負債の 「企業にとっての価値」に関する用語の対応表
資 産 コ 負 債
5
deprivalvalue(剥奪 価 値) reliefvalue(解放 価 値)
replacementcost(取替 原 価 〉 replacementloan(借換 収.入)
recoverableamount(回収 可 能f面客頁) costofdischarge(決孚斉原 価 〉
valueinuse(使用 価 値 〉 presentvalueoffuturepayments(将来 支 出の 現 在価1直)
netrealisablevalue(正味 実 現 可 能 価 額) currentrepurchaseprice(現在 の 買 戻 価 格)
(AccountlnfiStandardsBoardDiscussionDraH,Measuverrtent｢nFin｢ncialSt｢t｢ments,且993,pa!・,30をも と に 作 成)
3.3借換収入 に対す る批判
「原則書」は、資産および負債の測定に混合測定方式 を採用 し、時価を選択 した場合 には
「企業にとっての価値」を適用するよう規定 している。資産および負債の 「企業にとっての価
値」は、理念的には合理.的な意思決定に合致する先に示 したそれ.それ3つの選択肢の中から
選択 され るべ きものである。
資産の評価基準として時価 を採用 した場合にば、活発に取引される有価証券の場合、使用
価値、正味実現 可能価額、および取替原価の3つの金額は、取引コス トに起因す るわずかな
相違があるものの近似するixr。しかし、当該企業にとって特有の固定資産の場合には3つの
金額は乖離す るため、資産の剥奪価値の決定プロセ.スは重要なものとなり ㈱ 、3つの選択肢
を剥奪価値の決定方法に従って決定する必要がある。このように、資産の側においては、金
融資産 と非金融資産の明確な区分が行われ、非金融資産に関 しては剥奪価値の理念的な決定
プロセスが重要な意味を有することとなる。
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.一方 、負債の評価 基準 に時価 を採 用 した場合 には、金融市場の競.争的な性 質か ら、将来 支
出の現 在価値 、現在 の買戻価 格、 および借換収入の3つ の金額が近似 した もの となる(EU)そ
して、「原則書」 は.、解放価値 を 「特 定の経済主体 が、債務 か ら解放 され うる最 も低 い金額 、
つ まり、負債 が決済 され る最 も低 い金額」(30;である と定義 して いる。このことか ら、ASBは、
借換収 入を解放価値の選択肢 に加 えるべ きではないか(sU、または、選択肢 に加 えられると し
て も論理 的に借 換収 入が選択 され る可能性 がない(32;と判断 した もの と思 われ る。つ ま り、
図3か ら...も明 らかなよ うに、「原則書.」.....は.」...金融 負債 と.非金 融負債.の.明確 な区分 を行 わず 、非
金 融負債 を考慮外に置 くことによ り、負 債の解放価値の決定 プロセスを決済原価の決定 に絞
り込 んでいるので ある。
【図3】「原則書」における解放価値の決定プロセス
負債の解放価値
=f氏し叫まう
ぞ//、 ＼
将来支出の現在価値 現在の買戻価格
(Au:uuni.ingStandardsBoard,StatementofPrinciplu/m'Financi｢/Regortangissspac6.9をも と に 作 成)
しか し、このような論理は、金融負債にのみ当てはまるものである。企業が保有する負債
の大半が市場において取引されているとしても、すべての負債が市場において取引されてい
るわけではない。近年、製品保証債務などの非金融負債が負債に占める割合が大 きくなって
きている。それゆえ、非金融負債に係 る評価基準の選択は財務業績および財政状態に重大な
影響 を与えるものであると考 えられ、金融負債にのみ焦点を当てた現行の.負債の解放価値の
決定方法に限界が存在することを指摘できる。
4.「調査報告書」における負債の 「企業に とっての価値」
4.1「 調 査 報 告 書 」 の 位 置 づ け
調査報告 書 「負 債 お よび その測 定 方法」(Li｢btilitiesandHowtoAccountforThem:An
Explov｢taryEss｢y)は、 「原 則書.1における負債 の 「企業に とっての価値 」概念 に関す る規定
を見直す ため に、決済額 が固定 されていない非金融 負債(主 として サー ビス提供義務)に 焦
点を当てて、解放価値 に関する議論 を展 開 してい る。ただ し、ASBは、 「調 査報 告書」におけ
る提案 を直接 的に会計基準 に反映 させ る意思 を有 してはいない!33)、
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なお、「調査報告書Jの 内容を論ずる前に、その前提となる負債の解放価値の定義について
確認する必要がある。「調査報告書」においては、負債の解放価値の定義に関する記述はない。
このことは、「調査報告書」の趣旨に鑑みれば当然のことであろう。「原則書」における 「特
定の経済主体が、債務から解放 されうる最も低い金額、つまり、負債が決済 される最 も低い
金額」〔341という解放価値の定義を用いれば、「原則書公開草案」において、借換収入として
解放価値の設定プロセスに組み込まれていた入帳価値 が考慮外とされるからである。そこで、
本稿においては、「原則書公開草案」.における.解放価値の.定義である 「特定の経済主体が、当
該負債に係る負担から解放された場合に得 られるであろう最大の便益」(ss;を用いることとす
る(3e:1ワ
4.2解 放価値 の決定 プロセスの導.出
先述の通 り、「企業にとっての価値」を決定する場合 には、当該負債 に係 る負担から解放 さ
れ ると仮定 した場合に、企業は自身にとって最 も有利な意思決定を行うことが前提となる。
「調査報告書」は、非金融負債に焦点を当てて議論を展開 していることから、次に挙げる3つ
.の選択肢のうちで最も.合理的な意思決定を行うと想定し、その意思決定に適 う評価基準を当
該負債の評価に用いる。
1,当該負債には固執せず、同種の契約を締結する(再契約)。
2.当該負債に固執 し、当該負債を契約通 り履行する(履行)。
3,当該負債には固執せず、当該負債を即時に解約することにより現金を支出する(即時解
約)。
そ して、当該.企業が同種の契約 を再び締 結す る ことが最 も合理 的であ ると判断 した場合 に
は 、負債の評価基準 として受取対価(consideration.amount)を用いる,,また、当該企業 が契
約通 り義務 を履 行す ることが最 も合理的で あると判断 した場 合に は、履行原価(costofper-
formance)を用 い る。 さらに、当該企業 が 当該契 約 を即時 に解糸勺す ることが最 も合 理的で あ
る と判断 した場合 には、解放原 価(costofrelease>を用 いる。 ここに受取対価 とは、「企業
が新規 に同種の契約 を締結 した と仮 定 した場合 に受 け取 る対価」の ことであ り、履 行原 価 と
は、「企業 が当該負債 を当初の契約通 りに決済す るため に必要 な支払額」の ことであ り、 さら
に、解放原価 とは、「CI!時に契約 を解除す る ことに より当該負債 を決済す るために必要な支払
額」の ことで ある。
受取対価 、履行原価 、および解放原価の大小 関係 の組 合せ は、6パ ターンある。表4は 、そ
の人小関係 の組合 せお よび それ ぞれの場合 にお いて解放 価値 と して選択 され る評価額 を示 し
た もので ある。
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【表4】解放価値の選択肢の大小関係
大小関係 解唖 コ
ケース1:解放原価 〉履行原価 〉受取対価 履行原価i
ケース2:解放原価 〉受取対価 〉履行原価 受取対価
ケース3:履行駈 〉受鮒 価 〉解放願i 受取対価
ケース4:履行原価 〉解放原価 〉 受取対価1 解放原価
ケース5:受取対価 〉履行原緬 〉解放原価 受取対価
ケース6:受取対価 〉解放原価 〉履行原価 受取対価
ケ ース1に おいては 、現 時点に おいて即時 に契約 を解除 す るよ りも契約通 り決済 したほ う
が支出額 は小 さいため 、契約 通 り義務 を履行す るほ うが合理 的で ある。 そ して、再契約 を行
うことによ り得 られ るキャ ッシュインフローは履行原価 よ りも小 さい わけであるか ら、再 契
約 を行 うとは考 えがたい。 それ ゆえ、ケース1に お いては、当該負債 を当初の契約通 りに決
済す るために必要 な支払頷 たる履 行原価 こそが、企業 が当該 資負債 に係 る負担 か ら解放 され
た と仮定 した際 に享受 しうるであ ろう最大の便益 とな り、解放 価値 と しては履 行原価 が選 択
され ることとなる。
ケー.ス2および6に おいては、現時点 において即 時に契約 を解除す るよ りも契約通 り決済 し
たほ うが支 出額 は小 さいため、契約 通 り義務 を履行す るほ うが合理的 である、 しか し、再契
約 を'rrうことによ り得 られるキ ャッシュフローは履行原価 よ りも大 き く、再契 約を行 うほ う
が より合理 的であ る。それゆ え、ケー.ス'L3sよび6に おいて は、解放価値 と して受取対価が選
択 され ることとなる。
ケー.ス3および5に おいては、契約通 り決済す るよりも現時点 において即時 に契約 を解除 し
たほ うが支出額 は小 さい ため、即 時に契約 を解除 したほ うが合理的 であ る。 しか し、再契 約
をTう こ.とによ り得 られ るキ ャッシュ フローは解放原価.よりも大 き く、再契約 を行 うほ うが
より合理 的である。それゆ え、ケー ス3お よび5に おいて は、解放価値 と して受取対価が選択
され ることとなる。
最後に 、ケー ス4に おいては、契約通 り決済す るよ りも現時点 において即時 に契約 を解除
したほ うが支 出額 は小 さいため、即 時に契約 を解除 したほ うが合理 的であ る.そ して、再契
約 をrrうことによ り得 られ るキ ャッシュ インフローは解放原 価 よ りも小 さいわ けであ るか ら、
再契約 を行 うとは考 えがたい。 それゆえ、ケ ー.ス4において は、解放価値 として解放 原価 が
選択 され ることとなる。
以上の議論 および 「調査報告書」 において、履行原価 と解放原価 のいずれか低いほ うが決
済額(settlementamount)とされ ることか ら、解放価値 は 、次 の2段 階の プロセスを経て決
定 される こととなる。
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1.履行原価と解放原価を比較 し、いずれか低し'、底うめ額を決済額 とする。
2.決済額と受取対価とを比較 し、いずれか高い底うあ額を解放価値とする。
負債 の解放価値 の決定 プロセスは 、図4の よ うに表す ことがで きる。 また、決 済額 は、出
帳価値 に基づ くものであ り、受取対価 は入帳価値 に基づ くものであ る。
【図4】「調査報告書」にお.ける.解放価値の決定.プ.ロセス
負債の解.放価値
=高 いほう
　ノ と　/.＼
受取対価 決済額
囮低いほう/＼
履 行 原 価 解 放 原 価
(A.Leonard,Lia6i/idesandHowtoAmnwnt/or.7kem:AhE1カJoダα∫oぴESS6y,AccountingStandardsBoard,2002,
par.33.
なお、1原則R公開草案」および 「調査報告書」における.負債の解放価植に関する用語の対
応関係は表5の通りであり、それぞれ同義であると考えられる。
【表SJ解放価値に関する用語の対応表
1「 原則書公開草案」1「 調査報告書」1
replacementloan(借換 収 入) considerationamount(受取 対 価)
costofdischarge(決済 原f面) settlementamount(決済 額)
presentvalueoltuturepayments(将来 支 出 の現 在 価fl的1 costofperformance(履行 原 価)
F
.currentrepurchaseprice(現在 の 返 済 価 格)costofrelease(解 放 原 価)i
(AcwuntingStandardsBoard,Discussi(川Draft,MeasuremendinFtinanci｢!St｢tements,1993,par,30;Aユ£nnard,Li｢6uli-
tiesandAowtoAccountjor77vem.'AraExyloratoryFssay,Acc〔}uni.ingStandardsBoardzooz,,pu.33をも と に 作 成 〕
4.3受取対価の優位 性お よび妥当性
「調査報告書」においては、負債の評価基準として時価が選択された場合には、決済額より
も受取対価が高くない場合を除き、入帳価値たる受取対価によることが提案 されている(37)。
「調査報告書」は、受取対価を採用することの優位性に関する直接的な論拠として、収益の認
識との関連および資産 と負債の対称性の2つを挙げている、:,
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まず第1に 、収益の認識との関連につ いていえば、負債の評価:基準として時価を選択 し、
決済額によって負債 を評価 した場合、契約の締結時点において.企業のi劣 が反映されること
となる。つまり、契約締結時において損益、特に収益が認識 されることとなる。例 えば、サ
ービス提供契約を企業が締結 して、その対価 として100ポンドを受け取った時点において決
済額が60ポンドと見積もられた場合、当該企業は次のような会計処理を行うこととなる。つ
まり、負債の測定を決済額によった場合、企業は契約を締結 した時点において当該契約によ
.る利益を得たと考えることができる
。....
(仕訳単位:ポ ン ド)
(借)現金預金100(貸).負 債(サ ービス提供義務)60
収益または繰延収益40
一方 、負債 の評 価 を受取対価 によった場合 、負債 の決 済時点 におい て企業の優劣 が反 映 さ
れ るこ ととな る。つ ま り、決済時点 において収益 が認識 され ることとなる。例 えば、サー ビ
ス提供 契約 を企業 が締 結 して 、その対価 と して100ポン ドを受 け取 った場合、 当該企業 は次
の よ うな会計処理 を行 うこととなる。
(借〉現金預金100(貸)負 債(サ ービ.ス提供義務)100
また、当該企業がサービスを提供することにより負債を決済 した場.合には次のような会計
処理が行われる(決済にかかった費用は60ポン ドとする).
(借)負債(サ ービス提供義務)100(貸 〉現金預金60
収益40
このように、負債の評価 を受取対価 によった場台・、企業は負債を決済 した蒔点において当
該契約による利益を得たと考えることができる。「調査報告書」は、負債それ自身とは関係の
ない当該企業の優劣が負債 を決済する以前に混入することを防ぐという観点か ら、負債の評
価を受取対価によるべ きであるとしている(08'.。
第2に、負債の評価を受取対価にすべきであるという帰結は、資産 と負債の対称性 とい う
観点か らも支持 される。仮 に負債の評価を決済額によった場合、サービ.ス提供契約の当事賓
間、つまり債権者たる顧客と債務者たる企業の貸借対照表に.異 なる金額が計上 される恐れ
がある。例 えば、顧客側はサービス提供σ)対価として支払った100ポンドを資産として計.F.
するが、企業側が決済額60ポンドを計上した場合、同一の契約に係る資産と負債の計上額に
相違が現れ、資産 と負債の対称性が損なわれる。 しかし、受取対価によって負債 を評価すれ
ば、企業 と顧客 との問に計上金額の差異はな くなり、資産と負債の対称性 を維持することが
できる。
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以上の2点を論拠 に、「調査報告書」は、非金融負債に関 しては、受取対価が最も有用な測
定値であるとする。さらに、「調査報告書」は、受取対価を採用することの妥当性を負債の定
義と評価基準との関係および財務諸表の目的と負債の評価基準との関係の2つの観点から検
証している。
まず第1に、負債の定義 と評価基準との関孫であるが、負債にとって最も有用な測定値は、
出帳価値たる決済額であるという主張は、負債の定義を論拠になされていることがある。例
えば、ジョイン トワーキンググループ(7wt;)は、「『負債』は1企業資源の将来における流
出を要求するよう期待されている現在の債務であると定義 されている(3Y.。金融負債の出帳価
格(exitprice)は、当該企業が当該.負債から解放 されるために犠牲にしなければならないで
あろう時価(cUrrentvalue)に関する市場による見積 りである。」(40:として、金融負債を出
帳価値によって評価することを提案 している(41;。しかし、「調査報告書」は、決済時におけ
る経済的便益の犠牲を適格要件の1つに挙げているIASBによる負債の定義について、転換社
債を例に挙げてその不完全性について指摘 し、負債の定義に基づくJWGの提案の論拠がそれ
ほど強固なものではないことを指摘している。そして、財務諸表の構成要素の定義と認識お
よび測定は当然に別次元σ)問題であり、区別すべき問題であることを再確認 している。なお、
この点に関して、ASBが1995年に公表 した 「原則書改訂公開草案」においては、「財務諸表
の構成要素に係 る適格要件は測定の基礎 をも決定するものではない。」〔42:1としている。「原則
書」において、この記述は削除 されたが、このような考え方は暗に反映 されているといえ
る(43)それゆえ、負債の定義が明示的に将来の決済に関して経済的便益のairに関 して言及
していたとしても、負債を将来における決済額によらずに評価すること、つまり、.入帳価値
によって評価することも何ら問題はないといえるのである 働 。
第2に、財務諸表の目的と負債の評価基準との関係であるが、負債にとって最も有用な測
定値が出帳価値たる決済額であるという主張は.、財務諸表の 目的を論拠になされていること
もある。IASBの「フレームワーク」において、財務諸表の 目的とは、「経済的意思決定を行
う幅広い利用者に有用な、企:業に関する財務状況、業績および財務状況の変動に関する情報
を提供すること」圓 であり、「財務諸表の利用者によって行われる経済的意思決定は、:Ar.業
の現金または現金同等物の生成能力ならびにその生成時期および確実性に関する評価を要求
している」(46;とされている。この財務諸表の目的を論拠にして、負債の最も有用な測定値は
当該負債に関連する将来キャッシュアウ トフuの 金額、時期、および不確実性を反映 した
ものであるべきであるとされ、この要件 を満たす測定値は出帳価値であるとされるのである。
しかし、「調査報告書」はまた、財務諸表のR的 に関する議論から負債の評価は出帳価値によ
るべ きであるという主張に対 しても懐疑的な見解を示している。
仮に、財務諸表の目的から財務諸表があらゆる将来キャッシュフローを反映すべきである
との考え方に立脚すれば、あらゆる資産および負債の貸借対照表価額は、適切な利子率によ
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って現在価値 に割 り引かれ ること とな る。 そ して 、貸借対照:表の合 計は、究極 的には当該企
業の.企業価値 を示渉 もの とな る。 しか し、 当然 の ことなが ら、企 業価値 を計 算す る ことは、
アナ リス トの作業の範疇 にあって 、.会計の役割 ではない。つ ま り、財務諸表 の 目的 と して 、
将来 キ ャッシュフ ローの評価 に有用 な情 報 を提供 すべ きで ある とす るこ とは適切 であ るが、
それ によって貸借対照表 自身が将来 キ ャッシュフローを表示 すべ きで あるとい うこととは結
び付 かない。それゆえ、将来 キ ャッシュフロ ・ーの 評価 に有 用な情 報 を提供すべ きであ るとす
る財務諸表 の 目的か ら、負債 は将来 キ ャッシュフローに結び付 く出帳価値 によって評 価す べ
きで あるとい う見解 は正 しい とは言 い難 く、入帳価値 によって評価す ることに関 して何 ら支
障はない とい えるのである。
以上の2点 を論拠 に 、「調査報告書」 は、負債 の定義 や財務諸表 の 目的に関係 なく、負債 の
評価基準 を決定するこ との妥当性 を主張 してい る。
5.おわりに一解放価値の決定プロセスの統合
ASBは、「原則書」において、資産および負債の評価に混合測定方式を採用 し、時価を選択
した場合には、「企業にとっての価値」によって評価すべきであると規定 した。しかし、「原
則書」において解放価値とよばれる負債の 「企業にとっての価値」は、結.果として出帳価値
たる決済額のみに焦点を当てることとなり、市場取引が行われない負債の評価に対応 しきれ
ないといえる。
このような状況下において、ASBがzaoz年に公表 した 「調査報告書」は、決済額が固定さ
れていない非金融負債に焦点を当てて、解放価値 に関する議論を展開している。「調査報告書」
の提案は、次の3点に集約 される。
1.非金融負債の解放価値は、決済額(履 行原価と解放原価のいずれか低いほう)と受取対
価のいずれか高いほうの額として決定 される。非金融負債の評価基準 として時価が選択
された場合には、収益の認識との関連および資産との対称性という観点から、入帳価値
たる受取対価によって評価すべきである。
2.負債の定義は、評価基準に影響を及ぼ さない、唄 オ務諸表の構成要素の定義と認識および
測定は別次元の問題であり、区別すべ き問題である。それゆえ、負債 を将来における決
済額によらずに評価すること、つまり、人醸価値によって評価することも何ら問題はな
い〔,
3.財務諸表の目的として、将来キャッシュフローの評価に有用な情報を提供することにあ
るとする.ことと、.貸借対照表が将来キャッシュフローを表示すべきであるということは
別の問題である。つまり、財務諸表の目的から負債は出帳価値によって評価すべきであ
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るとい う見解 は正 しくない.
仮に企業が保有する負債がすべて.金:融負債から構成されるならば、「is則書」仁おける解放
価値の定義および決定プロセスはより合理的であり、支持されるべきものであろう。しかし、
企業が保有する負債には非金融負債 も存在 し、近年その評価額の決定の重要性は高まってお
り、負債の評価基準も金融負債 と非金融負債 を明確に区分 したうえで、それぞれにふ さわ し
い評価基準によって評価すべき.であると考える。
図5は、「原則書」および 「調査報告書」による解放価値の決定プロセスを統合 し、図式化
したものである。まず、解放価値の定義であるが、非金融負債の側 においては入帳価値 たる
受取額を解放価値の選択肢の1つとすべきであることか ら、「原則書公開草案」における 「特
定の経済主体が、当該負債に係 る負担か ら解放 された場合に得 られるであろう最大の便益」
〔4]:〕という定義がふさわしい。なお、決済額が低ければ低いほど当該企業が享受する便益は大
きくなるため、便益の大 きさに着目した 「原則書公開草案」における解放価値の定義 を用い
ても、現行の 「原則書」における解放価値の定義と乖離することはないと考える。
そして、金融負債については、借換収人が選択肢に含まれないとい う 「原則書」の結論を
所与とすれば、将来支出の現在価値 と現在の買戻価格のいずれか低いほうが解放価値となる。
これにより、金融負債の場合、決済原価の決定が解放価値の決定を意味することとなる。さ
らに、非金融負債については、当該負債の履行原価 と解放原価のいずれか低いほ うの額 を決
済額 としたうえで、決済額 と受取対価とを比較 して、そのいずれか高いほ うの額を解放価値
とす る。 このように、「原則書」および!'調査報告書」における負債の解放価値の決定プロセ
スを統合すれば、より細やかな解放価値の決定プロセスを導出できるものと思われる。
【図5】負債の性質に応 じた解放価値の決定プロセス
負債　
/＼ ＼
金融負債
解放価値=低 いほう
//＼ ＼
将米支出の現在価値 現在の買戻価格
非金融負債
解放価値=高 いほう
凌//＼ ＼
受取対価 決済額=低 いほう
ズ へ
郵//＼ ＼
履行原価 解放原価
なお、「調査報告書」は、.金融負債に関 して も入帳価値の適用を承唆 しており(48:、JWGの
提唱 した全面時価会計の論理構成の見直 しを迫 る内容 となっている。仮に 「調査報告書」の
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主張が全面的に採用 されれば、入帳価値たる借換収入が再び解放価値の選択肢 としての地位
を得 ることとなる。説得的な論拠によって解放価値の選択肢に加 えられるべきではないとい
う烙印 を押 された借換収入が、.今後いかなる論拠をもってその地位 を回復 していくのかは注
目に値するであろう。
?
」
?
?
」
?
?
?
?
「?
?
【注.】
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?
?
?
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(27)ASB,StatementofPrixcaples,par.6.6.
(2S)Ibid.
(29)ASB,F,xposure.llraftし,St｢8ementofYrancaplvsjar-FinancialReporting,1995,par,5.27.また 、 同様 の
指摘 は 、D,Kulkami,"TheValuaほonofLia6ili5es,"Accounting｢ndBusanessResearch,1.980,p,293
に も見 受 け られ る 。 また 、 この 論 拠 に 対 す る 反 論 もfr(rする.こ の 点 に つ い て は 、 佐 藤 信 彦 「負
債 の測 定 と割 引 現 在価 値 計算 の 本 質 」 …「曾 計 』 第147巻第5;.1935年,PF.17…21を参 照 さ れ た
い。
(30)ASB,StotemextofPrdncables,pxr.&.9.
(si)借換 収 入 を 解 放 価 値 の 選 択 肢 に 含 め るべ きで は な い とい う論 拠 は 、 負 債 に係 る 負 担 か らの 解 放 と
それ に よ り得 られ るf13Sとの 関 係 に求 め られ る 。つ ま り、 負 債 に 係 る負 担 か らの 解放 は 、 負 担 の
消 滅 と い う便 益 に しか 結 び 付 か な い の で あ って 、借 換 え に伴 う新 た な 収 入 と い う便益 に は結 び 付
か な い と.考え られ るの で あ る 。 この 点 に つ い て は 、W.T .Baxter,"Asset.andLiabilityValues,"
AccountancyVol.113,1994,p.7.37を参 照 され た い 、.
(32)借換 収 人 が 解 放 価 値 の 選 択wに.含 まれ た と して も論 理 的 に選 択 され る 則.能性 が な い と い う論 拠 は 、
リス クプ レ ミア ム(riskpremium)の存 在 に 求 め られ る 。 つ ま り、 借 換 収 入 は 、将 来 支 出 を信 用
リス ク を反 映 した利 ア率 に よ っ て割 り引 い た 金額 と な る 、,そして 、現 在 の 買 戻 価 格 は 、 実 質 的 デ
ィフ ィー ザ ン ス取 引 に 該 当 す る場 合 に は 将 来 .支山 を リ.スク フ リー利 子 率 に よ って 割 り引 い た金 額
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と な り、 実 質 的 デ ィ フ ィー ザ ンス 取 引 に 該 当 しな い場 合 に も、 債 権 者 と の 関 係 か ら将 来 支 出 を 信
購 リス ク を反 映 した利 子 率 に よ って 割 り引 い た 金 額 以 ⊥ と な る.さ らに 、将 来 支 山 の現 在 価 値 は 、
「割 引 計 算 に おい て 適 切 な利 了率 を用 い る」 と定 義 され て い る こ と か ら、 そ の意 昧 と性質 は利 子率
の 選 択 に 依 存 し、借 換 収 入 と現 在 の 買戻 価 格 の 両 方 を 含 む もの で あ る と考 え られ る。 そ れ ゆ え 、
将 来 支iiiの現在 価 値 お よ び現#tの買戻 価 格 が借 換 収 入 を 下 回 る こ と は 考 えが た い の で あ る。 この
点 に つ い て は 、 佐 藤 信 彦 「「企 業 に と っ て の 価 値 』 概 念 と.負債 の 測 定 一 イ ギ リスASB『 原 則 書
(案)』を中 心 に して一 」 『曾 計』 第153巻第5号 、1998年、p.80を参 照 され た い 。
(33PA.Ixunard,LsabiditJuaxidHowtoAccoundjorThem:AxEzplorotoryEssay,ASB,2002,Foreword.
(34)AS$StatementoJPranceptes,par.6.9.
(35)ASB,DiscussionDraft,par.30.
(36)この 点 に つ い て は 、脚 注23を 参 照 され た い 。
(37)A.Leonard,op.cit.,par.32,
(38)A,Leonard,op.Cif.,par.24.なお 、 決 済額 が受 取 対 価 よ り も高 い場 合 とい う もの は 、経 営 者 の 判 断
ミス に よ る もの が 大 半 で あ り、 受取 対 価 を超 え る部 分 に対 して は負 担 増(onerous)とと ら えて 損
失 を新 た に 計上 し、 現在 の決 済 額 に よ って 評 価 す べ きで あ る と して い る(par,zz)e例えば 、 決 済
額 が110ポン ド、受 取 対 価 がiootン ドで あ っ た場 合 、次 の よ うな会 計 処 理 が 行 わ れ る。
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(39)JWGは明 言 して いな い が 、 そ の文 言 か らIASBによ る負 債 の定 義 を 引用 して い る こ と は明 らか で あ
る。IASBは、「財 務 諸 表 の 作 成 表 示 に関 す る フ レー ム ワ ー ク」 に お い て,負 債 を 、 「過 去 の 事 象 か
ら生 ず る 企 業 の 現 在 の 債 務 で あ り、 当 該 債 務 の 決 済 に際 して 経 済 的 便 益 を意 味 す る 資源 が 企 業 か
ら流 出 す る と予 想 され る もの 」 と定 義 して い る(lnternalionaiAccountingStandardsCommittee
[IASCL脅伽 伽o漉 か 伽P7ε如 削 ∫oη醐 ゴP鷹 翻 α海oπげF伽 醐o翻 醗σ'醐副s,1989,par.49[b1.)。
(40)JointWorkingGroupofSta皿lordSetters,F伽κ6溜∫㍑∫伽 耀 鬼飴朋 お 吻 伽 〃 鰍 ∫.FASB,2000,Basis
forConclusions,par.4.2.
(41)Ibid,,par.ue.ただ し、JWGの 議 論 は 金融 負 債 にの み 当 て は ま る もの で あ る。
(42)ASB,EzposareDraft,par.3.3.
(43)この 点 に つ い て は 、ASB,StatementafPrirnciples,par,6.7を参 照 され たい
(44)ただ し、負 債 の評 価 を入 帳 価 値 に よ っ た 場 合 に お け る 資 産 との 論 理 的 対 称 性 の 問 題 も残 る 。 こ の
点 に つ い て は 、 「調 査 報 告 書 」 にお い て は 言及 され て い な い.
(45)IASC,Fr｢mewark,par.12.
(46)Ibid.,par.t5.
(47)ASB,FJiscusaiouDraft,par.30.
(48)A.Lennard,op.cit.,pars.55-56.
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